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○事務局 

ただいまから、産業づくり部会を開催いたします。まず資料の御確認をお願いいたしま

す。お配りしている資料１枚目の次第に、配布資料を記載しております。 

次第、専門部会委員名簿、青色の帯の本日の論点の資料をお配りしております。お手元

にありますでしょうか。 

では内容に入ります。 

御列席の委員の皆様の御紹介につきましては、時間の都合上、お手元の名簿及び配席図

の配布で御紹介に代えさせていただきます。 

それでは議事に入らせていただきます。 

ここからの進行は部会長の淡野先生にお願いします。 

 

○淡野部会長 

宮崎大学の淡野と申します。どうぞよろしくお願いいたします。  

会議に先立ちまして、本日の会議録署名委員を指名させていただきたいと思います。 

本日御出席の専門委員の中から、小田委員と梅村専門委員にお願いしたいと思っており

ますが、よろしいでしょうか。 

それでは、小田委員、梅村専門委員どうぞよろしくお願いいたします。 

次に副部会長についてですが、規定により、部会長に欠席等があった場合に職務を代理

する副会長は、部会長が指名するという形になってございます。 

あらかじめ事務局と相談の上、副部会長については、中川委員にお願いしたいと思いま

すが、よろしいでしょうか。 

中川委員、どうぞよろしくお願いします。 

それでは早速、議題に入らせていただきます。 

議事に書いてあります長期ビジョンの改定に向けた主な論点として、「産業人財不足へ

の対応」と「投資を呼び込む地域産業づくり」ということでございます。 

この２点について議論をしたいと思います。 

それではまず、事務局から資料の説明をお願いしたいと思います。 

 

○事務局 

総合政策課の濵山と申します。よろしくお願いします。 

まずこちらの産業づくりの論点と書いてある資料に基づいて御説明をさせていただきま

す。 

まず、今回の長期ビジョンの改定に向けて、産業界が直面している課題として論点１

「産業人財不足への対応」、それから、より中長期的な視点が必要な論点２「投資を呼び

込む地域産業づくり」の２点を挙げております。 

また論点２の地域産業づくりが、論点１の人材不足の解決策の１つですので、本日は特
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に論点２に関して重点的に御意見を頂戴できればと考えております。 

では初めに論点１ですが、現状として、人口減少に伴い県内においても産業の担い手の

確保・育成はもとより、黒字倒産企業の増加など、事業活動そのものを継続することが困

難な事業者等も増えてきております。 

今後、担い手不足がより深刻化していく中で、現在の就業者数を前提とした産業活動の

維持は困難になっておりますので、デジタル化やＡＩの活用、リスキリング等による労働

力の補完、労働の質の向上、そして、日本人の若者、女性、高齢者の活躍、加えて最後に

外国人の労働市場への参入促進が大変重要になってきております。 

これらの現状や課題を踏まえ、本県の今後の産業人財の減少に対応した、県内経済や産

業の姿として、どのようなものが考えられるかについて御議論いただければと考えており

ます。 

次に論点２ですが、現状として、本県企業の 99.9％は中小企業となっており、賃金水準

や賃上げの達成率が高い売上高 100 億円以上の企業の割合が全国ワーストレベルとなって

おります。 

それから食、スポーツ、再生可能エネルギーなど、本県の強みが様々ございますが、こ

れらを活用した付加価値の創出はまだまだ不十分と認識しているところです。 

これらの本県の強みを最大限に生かして、魅力ある企業・産業の誘致や投資の促進を図

ることで、新たな雇用の創出や継続的な賃上げ、それから若者・女性の流出の防止とい

う、経済だけに限りませんが、好循環を創出していく必要があると考えております。 

このような現状の課題を踏まえて、例えばスポーツ、再エネ、カーボンクレジット等を

生かして、民間投資を呼び込み、観光、製造、農林水産業をはじめとして、稼げる県内産

業をどのように創出していくべきか、このような点について論点２で御議論いただきたい

と思います。 

それでは２ページを御覧ください。２ページ以降は２つの論点に関する本県の現状や国

の動向等についてお示ししております。２ページは本県の就業者数の推計を示しておりま

す。青色の棒グラフ 2020 年値は国勢調査による実数で、2030 年及び 2040 年は県の独自推

計値となっております。概要を申し上げますと、運輸、医療・福祉分野を除いて、就業者

数は今後も減少する見込みで、全体の就業者数としては、2020 年が約 54万人、2030 年が

約 47万人、2040 年が約 41 万人と、今後大きく減少する見込みとなっております。 

３ページを御覧ください。こちらは、本県の県内総生産額とその産業割合、１人当たり

の労働生産性を示しております。生産額に着目いたしますと、コロナ禍を除きまして、こ

の 10年間、緩やかな増加傾向にございますが、今後仮に１人当たりの労働生産性が増加

しなかった場合、前のページでお示しした就労人口の減少を踏まえますと、2040 年には、

県内総生産高約２兆 8,000 億円まで落ち込む想定となっております。また仮に令和３年の

総生産額３兆 7,000 億円を維持する場合には、１人当たりの労働生産性を、約３割上昇さ

せる必要がございます。 
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次に４ページを御覧ください。こちらは国が示した 2040 年の就業構造推計となってお

ります。国の推計によりますと、国全体で 2021 年に約 7,000 万人いた就業者数が、女

性、高齢者、外国人の更なる労働市場参入が進んだとしても、2040 年には約１割減の

6,300 万人まで減少する見込みとなっております。そのため人口減少下においても経済を

維持成長させるためには、ＡＩやロボット等の活用促進、リスキリング等による労働の質

の向上が必須と示されております。また、右下に示していますが、ＡＩの進展等により、

事務・販売職等の労働需要が減少する一方、専門的技術的職種の労働需要が増加すること

で、職種間・学歴間によるミスマッチが発生するリスクがございますので、今後戦略的な

人材育成も必要とされております。  

続きまして５ページを御覧ください。こちらは国、本県のデジタル化やＡＩ等の導入状

況を示したものになります。左上のグラフを御覧ください。紙媒体のデータ化や、経費業

務のデジタル化などのいわゆるデジタライゼーションを踏まえた県内企業のデジタル化の

取組状況を示しております。県内では従業員 101 名以上の企業に関しては、約８割がデジ

タル化に取り組んでいる一方、100 人以下の企業についてはまだ５割前後にとどまってい

る状況となっております。また、近年急速に普及が進んでいるＡＩ等の導入については、

右側のグラフに示すとおり、導入企業の多くが効率化、業務改善を目的としております

が、左下のグラフに示すとおり、「導入している」及び「導入予定がある」を合わせて

も、全国で約３割の状況となっており、産業分野においても今後更なるＡＩ等の導入拡大

が必要となっております。 

次に６ページを御覧ください。こちらはリスキリング・リカレント教育に関して国が実

施した調査結果を示しております。左のグラフに示すとおり、職場外の研修訓練を実施し

ている企業の多くは、自社実施またはグループ会社や民間教育訓練機関等を活用して実施

しており、いわゆる知の拠点である大学等との連携は６％程度にとどまっていることか

ら、今後大学や高専との連携強化が必要とされております。また、右のグラフに示すとお

り、社会人が大学などで学習しやすくするためには、経済的支援だけでなく、仕事や家

事、育児・介護などとの両立がしやすい短期プログラムの充実や土日開講、隙間時間を有

効活用できるようなオンライン環境の整備など、時間への配慮というものが重要視されて

いることが示されております。 

次に、７ページを御覧ください。左のグラフに示すとおり、地方回帰を背景にコロナ禍

で上昇した新卒者の県内就職率は再び低下傾向となっております。また、右上に最低賃金

の推移、右下に従業員数別の平均給与の推移を示しておりますが、いずれも増加傾向には

あるものの、全国平均との格差は縮まっておらず、引き続き、県内産業の稼ぐ力の強化が

重要になっております。なお、先ほどの審議会の資料の中で示した若者・女性との意見交

換会において、若者からの意見として、就職先を選ぶ際には給与だけではなく、むしろ余

暇を楽しめるようなワークライフバランスや働きがいなどをより重視するといった意見を

数多くいただいておりますことを申し添えます。 
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次に８ページを御覧ください。左側に示す民間シンクタンクの報告によりますと、子育

て世代の女性の働きやすさ指標による都道府県順位では本県は 26 位となっております。

４ページで示したとおり、女性、高齢者、それから外国人の更なる労働市場参入が進むこ

とが、今後の経済成長には必須条件となりますので、結婚や育児等で離職を余儀なくされ

ている 30歳から 44歳の女性が働き続けることができる職場環境の整備や機運の醸成の重

要性が増しております。なお、この報告は令和２年から令和４年までの統計資料を基に算

出された資料となっておりますが、本県においては日本一挑戦プロジェクトの１つである

子ども・若者プロジェクトにおいて、男性育児休業取得の促進や放課後児童クラブの待機

児童の解消に向けた支援、「とも家事・とも育て」の機運醸成などに取り組んでおりま

す。これらの取組の結果、例えば本指標に用いられている男性育休取得率は、統計に用い

られた令和４年度値では 25.8％でしたが、令和６年度には 55％まで、大幅に上昇してお

りますことを補足いたします。また、右側に示す高齢者の就業状況等については、既に多

くの高齢者が就業していますが、就業意欲と就業率は未だ乖離しており、働きたい高齢者

の更なる就業拡大の余地は依然残されている状況でございます。 

次に９ページ御覧ください。こちらは、本県における外国人材の主な産業別や在留資格

別の受入状況を示しております。産業別では、製造業が最も多く、続いて、農業・林業、

建設業の順となっております。また、在留資格別では、技能実習が最も多く、平成 31 年

４月に創設された特定技能も大きく増加しております。先ほどの審議会で御説明いたしま

したとおり、令和９年の育成就労制度の創設により、状況も大きく変化することから、国

内においても、外国人材から選ばれる県になることが重要になってきております。 

以上が論点１の参考資料となります。 

続きまして、論点２に関する参考資料を御説明いたします。 

10 ページを御覧ください。こちらは国の設備投資の推移・見通しを示したものです。国

において、実質ＧＤＰ２％、名目ＧＤＰ３％程度の継続的な経済成長により、2040 年度に

約 1,000 兆円の名目ＧＤＰを達成するために、投資額として、2030 年に 135 兆円、2040

年に 200 兆円という、官民目標を設定しています。 

次に 11 ページを御覧ください。こちらは国が賃上げ支援の方向性を示した資料になり

ます。国においては、2029 年度までの５年間で、日本経済全体で年１％程度の実質賃金上

昇を定着させることを目標としております。この実現のためにも、担い手不足に対応した

省力化投資の支援や事業承継、Ｍ＆Ａによる事業の集約化、経営の効率化等を図ることに

よって、賃上げと投資による成長型経済を実現させることを国の方向性として打ち出して

います。 

次に、12ページを御覧ください。左側には、国の施策である売上高 100 億円以上の企業

創出のイメージを示しております。売上高 10～100 億円未満の中小企業を 100 億円企業に

成長させるため、一定の賃上げを条件として、工場・物流拠点の新設・増築や生産性向上

のための大規模な設備投資を支援することとしておりますが、12 月１日時点で、全国の
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「100 億宣言企業」が約 2,000 社に対し、本県は 15 社にとどまっている状況となっており

ます。右側には 2023 年度の売上高 100 億円以上の県内企業数を示しておりますが、本県

における売上高 100 億円以上の企業の出現率、県内全企業に占める割合は 0.25％で、島根

県と並んで全国ワーストタイとなっております。 

なお、12月上旬に公表された 2024 年度の本県の売上高 100 億円以上の企業数実績は 36

社となっております。 

次に 13 ページを御覧ください。こちらは、本県の主な産業分野別の移輸出入率を示し

たものになります。グラフの右側になるほど県外から外貨を獲得していることを示してお

り、また下になるほど県内資源で自給していることを示しております。右側に示す半導体

関連産業をはじめとする製造業は、移輸出率が高く外貨獲得に強いことから、関連産業の

更なる集積、成長が重要です。また、これまでも高付加価値化に県を挙げて取り組んでま

いりましたフードビジネスや宿泊業については、一定の成果が出ているものの、稼ぐ力の

更なる強化が必要な状況になっております。 

次に 14 ページを御覧ください。こちらは本県の観光業の状況を示したものになりま

す。左側に示すとおり、観光消費額については、コロナ禍から一定の回復はしているもの

の、宿泊者数の回復が鈍い状況となっております。また、国スポ・障スポに向けて整備し

た施設の有効活用等による観光業の成長産業化が重要と考えておりますが、他県に比べ

て、宿泊施設が県庁所在地である宮崎市に一極集中しており、客室の絶対数についても少

ないという状況になっております。 

続きまして 15ページを御覧ください。こちらは国の農林水産業の構造転換による成長

産業化の方針です。左下に示すとおり、全国を見ても本県と同様、農業の担い手の減少、

高齢化が進む中、右下に示しているように、大区画化による単位面積当たりの作業効率を

向上させる実証等が進んでおります。これらのことから、農地の大区画化や集約化、スマ

ート技術の実装等により、生産コストを引き下げ、収益力向上を通じた所得向上、食料自

給力の確保、海外から稼ぐ力の強化を図ることとされております。 

次に 16 ページを御覧ください。こちらは国、本県の海外展開や輸出の動向を示したも

のになります。左側に示すとおり、全国における食品産業の海外展開の収益額は年々増加

し、右下にあるように、本県の農畜水産物輸出額も毎年増加しております。今後、世界全

体では人口増加が見込まれる中、食料供給基地である本県の強みを更に生かすためにも、

海外展開や輸出拡大は一層重要性が増すものと思われます。 

次に、17ページを御覧ください。こちらは国・本県のエネルギーに関する動向を示して

おります。左上に示すとおり、デジタル化やＡＩ等の進展によって国全体の電力需要は増

加する見込みである一方、左下に示すように、国全体での温室効果ガス排出量を 2050 年

には実質ゼロにする目標を定めており、その実現のためには再生可能エネルギーの更なる

普及・拡大が不可欠となっております。一方、本県に着目しますと、再生可能エネルギー

由来の電力は着実に増加しており、電力消費量に占める再生可能エネルギー電力量の割合
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は 72.5％と、全国平均の 20.9％と比較して非常に高くなっております。エネルギーにつ

きましても前述の食料と併せて世界的に需要が高まる見通しの中で、本県の強みをどのよ

うに生かしていくのか、今後重要なテーマと考えております。 

次に、18ページを御覧ください。上段には、地方銀行初となる再造林活動によるカーボ

ンクレジットの創出に関する宮崎銀行の事例を示しております。下段には、国が施策の方

向性として示している産業のＧＸ化について示しております。データセンターの増設な

ど、ＤＸの進展により増加が見込まれる電力需要への対応として、再生可能エネルギー等

を活用した産業立地などが求められております。 

最後に 19ページを御覧ください。こちらは国のスタートアップ支援の方向性を示すも

のです。これまでもスタートアップの拠点都市を定めて世界的な展開を見据えた支援をし

てきましたが、スタートアップは地域経済を支える新たな担い手であり、社会課題を解決

する主体としても期待されていることから、今後はこれらの取組に加え、大学や高専等と

の連携をこれまで以上に強化していく必要があると考えております。 

以上の内容を踏まえまして、論点 1、２について、御議論いただければと思います。 

説明は以上でございます。 

 

○淡野部会長 

ありがとうございました。 

論点１と論点２について資料を説明いただきました。 

議論は、論点１と論点２に分けて進めていきたいと思います。 

まず論点１の産業人財不足への対応について委員の皆様から御意見を賜れればと思いま

す。皆様方御意見ございませんでしょうか。 

 

○小田委員 

全国的な人材不足はどこもそうだと思いますが、人を集めるより先に稼げる仕組みや暮

らしやすさ、統計にはおそらく出てこないような働きやすさが私は一番重要と思っていま

す。 

コロナのときもそうでしたが、お金よりも先に人がいなくなる状況で、産業人財不足へ

の適応という観点では、ＤＸや様々な取組において林業が一番遅れていて、挑戦してもで

きないのが現状です。 

県がカーボンクレジットなどの色々な支援をしていますが、それを活用することがなか

なかできず、企業・事業の実績を上げることができていません。 

森林所有者も同様で、自分のところのことで手一杯で、後継者もいません。自身の森林

の現状は辛うじてわかっていてもＤＸ等の整備はできていない状況なので、大学の研究者

など専門分野の方と連携した取組を促進しなければ今後も変わらないと思います。ぜひそ

のような仕組みを作って変えていただきたいです。 
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外国人材については、９月からインドネシアの方を入れたところですが、住居の美郷町

は土日休みのＡコープしかお店がなく、本人の期待から外れていないか心配していまし

た。Ａコープの営業が 18時までで平日仕事が終わってからお金を使わないことが逆によ

いらしく、賃金はそこまで高くはなくても、暮らしやすく、人も良い宮崎の強みについて

はこれまであまり考えてなかったが、これもひとつの魅力で、そこから雇用につながるこ

とも可能と考えているところです。 

 

○事務局 

今、小田委員からお話のあったいわゆる可処分所得のような考え方、要は生活費を差し

引いて、自由になるお金がどれぐらいかというところも含めての本県の魅力ということで

したが、現状として福岡県と我が県の可処分所得に関してはほぼ同程度、東京都や大阪な

どの大都市に比べればむしろ有利な状況にあります。所得は多いが支出もその分多いので

は暮らしが安定しないというのは、小田委員のおっしゃるとおりですので、暮らしの面も

含め、産業と暮らし全体としてのひとつの大きな魅力をしっかりと打ち出していければと

考えております。 

 

○小田委員 

データがあるのであれば、ぜひそれをアピールしてほしいと思います。 

 

○事務局 

もう１点、前段では、林業の状況が厳しいので関係者というより専門の方に入って解決

策や今後の再造林など、色々なことを進めていくべきだという御意見だと思います。 

その点についても、我々としてしっかり受け止めて、今いるメンバーだけではなく様々

な知恵や人材を結集して、その産業をより魅力のあるものにしていくことが、これから先

の人口減少社会において非常に重要な視点だと思います。 

 

○淡野部会長 

最初にございました大学を含めた知見をベースとした取組として、実は林業に関して

は、宮崎県と協力しながら再造林も含めたゾーニングを進めました。 

林業において過渡期を迎えている非常に重要な施策でもありますし、これから真剣に取

り組まないといけないということで、宮崎大学から理事１名が本気で取り組んでいます。 

競争的資金の二次審査では残念な結果でしたが、決して諦めてはおらず、宮崎大学とし

ましても、引き続き取り組まないといけないという認識ですので、別のところでも県も交

えて議論させていただきたいと思っております。よろしくお願いします。 
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○小田委員 

ふるさと枠など宮崎大学でもいろいろ入っていますが、東京の大学からもわざわざ地域

創生などいろいろなカリキュラムの中に組み込まれており人が来ます。人材が来るという

ことは、宮崎県がそれだけ魅力や課題がいっぱいある最先端の県だと思っていますが、せ

っかく得られたデータを宮崎県で活用してほしいと考えております。 

大学も子どもの取り合いですので、いろいろな大学も地域との関連性等を模索し、いか

に自分の大学が地域と関わって成果を出していくかということを目指しています。 

成果はすぐには出ないものだとは思いますが、県の補助金も単年度では、年度内の消化

が求められ、それでは単発で終わってしまうと思います。 

森林は、何十年もかけて育てていくものなので、長期で見てデータ化するというのが必

要です。森林クラウドシステムを２、３年前から県がやっていますが、森林事業者は事業

を管理するだけで手一杯であり、生産性の向上や担い手の確保などに挑戦してもなかなか

難しい。 

ここは専門分野の方に参加していただいて管理してもらうのが、データ管理システムも

早く出来上がると感じていますので、ぜひ大学の方とも、何か連携できたらと思っており

ます。よろしくお願いします。 

 

○環境森林課 

御指摘のデータについては、再造林に当たっては小規模で分散しているのが一番ネック

になっています。地籍調査の進捗具合もありますが、集約化に向けて、役場が保有するデ

ータとの整合を取っているところです。 

ただ、御指摘のような専門家と連携した取組ではありませんので、もう少し集約化を進

めないと、再造林も進まないし、再造林を進めないと、山村地域に暮らす方々のお仕事も

ない。市街地よりも山村の方が早く人口が減っていくことが予想されますので、私たちと

しては再造林を早く進め、データを整備し、スマート林業、より少ない人間でどのように

生産性を上げていくか等についても、今進めているグリーン成長プロジェクトでこの３年

間力を入れて取り組んでいます。本日は宮崎大学の先生も来ていただいていますが、今、

私達も様々な専門の先生に御相談しながら進めているところですので、引き続きよろしく

お願いいたします。 

 

○後口専門委員 

林業の問題だけではなく第一次産業の付加価値を高めるにはどうしたらいいかという軸

がないといけないと思います。私も林業をやっていますが、結局、維持するのがなかなか

厳しい。そのためにカーボンクレジットみたいな仕組みがありますが、植林をして伐採し

たらマイナス計算になってしまう。その間に吸収したＣＯ₂はどうなるのか、そのあたり

がどうもおかしいという考え方から、なかなかチャレンジをしても、計画を組んでもプラ
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スにならないというようになっています。 

このあたりは、県でできる話ではないと思いますが、やはり第一次産業の付加価値を高

めるためにはどうしたらいいかという視点で見ていくと、そういう矛盾を正していく必要

があると思っています。 

旅行業やほかの産業でも、今の日本のスタイルは、大規模でないとやれない方向に持っ

ていっている。田舎ではそれだけのボリュームがないので利益が上がらない、利益が上が

らないから賃金も低くなるという構図だと思います。 

第一次産業の付加価値が高まることで十分な賃金が払えるようになるので、まず本県に

おいてはそのような取組を進めることで一次産業の材育成につなげていただきたい。併せ

て、様々な産業が小規模でも利益をきちんと確保できる産業育成をしていくことが重要だ

と思います。 

ホテルなどにおいても、大手が大規模資本を活用してお金をまわして宮崎県内に投資す

れば、地元のホテルや旅館が圧迫を受けますが、こういう状態を続けるかどうかが、一番

厳しい部分と思っているところです。 

 

○齋藤専門委員 

ライトライトの斎藤と申します。よろしくお願いします。 

４点質問や感想があります。 

まず１つ目が就業者数についてです。 

今の状況としては、先ほど出ていたフルリモートやリモートワークが増えてきていて、

宮崎に住みながら宮崎以外の東京や福岡の企業で働く人がいたり、逆に宮崎の企業でも県

外の人を雇用したりすることが増えていると思います。その辺りの考え方や数え方、今後

の方向性について、どのように考えられているのかをもう少し知りたいと思っています。 

リモートワークを導入している企業を積極的に誘致していくのか、あるいはあくまでも宮

崎の企業で宮崎の人を雇うことを進めていくのかという点が気になるところです。 

私自身の会社が現在フルリモートを導入していて、３分の２が県外の従業員を雇用して

いますが、「住みたいけれどもその土地の企業で働きたいわけではない」という意見が多

く聞こえてきています。また、先日も人材系のイベントをしていましたが、そのときには

「宮崎に住んで宮崎で成長したいけれども、宮崎の企業に入りたいわけではない。宮崎に

入りたい企業があまりない」という意見も出ており、そうすると、やはりその企業の魅力

や、また宮崎自体の住みやすさ、宮崎を住む場所にして、就業は別の場所でリモートとい

うように、総合的に考えていかないといけないと感じたところでした。 

２点目がデジタル化の進捗で、私たちも企業のデジタル化の促進支援を実施しておりま

すが、すごく簡単なデジタル化やクラウド化も含め、最初になにから取り組むべきかわか

らない事業者がすごく多く、そのようなときの相談窓口やＡＩ等の導入支援など、県とし

て実施されているのか教えてほしいです。私が知らないだけかもしれませんが、あるなら
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もっと周知した方がいいと思ったところです。 

３点目に、子育て世代の女性の働きやすさです。 

これは私たちの実体験として、やはり児童クラブに入れない、そのため女性が働きたく

ても働けないという現実が本当にあります。私は自分の娘がマンモス校に行っているの

で、児童クラブに入れなくても併設された児童センターに入れるので問題ないですが、我

が社の従業員の子どもにおいては、今年度宮崎の小学校に４人入学したうち、１人は児童

クラブに入れませんでした。リモートなので仕事を休まなくてもいいと言いつつ、やはり

フルで働けないということで時短にしました。もう１人は男性従業員の子どもですが、児

童クラブに入れずにセンターもなく民間の児童クラブが多分すごく少ないのと、あっても

ネットでは情報が全く拾えないので、奥様がお仕事を辞められました。 

働く意欲があって「働きたい」「共稼ぎしたい」と思っていても、子どもを預ける場所

がない、仕事を早退せざるをえない、時短にせざるをえない、やめざるをえない、という

現実があり、そこで悩んでいる女性をたくさん見ているので、そのあたりは行政として強

化していただきたいと思っています。 

最後ですが、企業の成長、稼ぐ力というところで、県内の企業に対する県としての連携

や支援について、多種多様な企業の全部を支援できないとは思いますが、連携や後押しな

どの施策をどのように考えているのかを知りたいと思いました。 

私の会社も 100 億円にはまだ全然届きませんが、何とか５年で億単位にいったところで

す。最初の立ち上げから鳥取県や新潟県が事業についての助言やそれぞれの市町村への声

かけなどの支援をしてくださり、そのおかげでここまで来ることができたというのが正直

なところです。一方で宮崎県は、もちろんお話をさせていただきましたが、もっといろい

ろ一緒にやれればよかったという気持ちがあります。それから、私の会社が宮崎でゼロか

らのスタートアップでやって来ることができたのは、国の補助金があって、経産省の事業

に２年連続で採択されて、それがかなり大きな補助金だったので、それで挑戦しながら始

めて広げてということができました。やはりその補助金がすごく大きかったなと思ってい

て、その補助金を教えてくださったのが九州経済産業局の方で、個別にすごく連絡をくだ

さり、「こういう補助金あるからどうですか」「なんかこの市町村とちょっと話が合いそう

なので自分も一緒に行くので、連携の話をしませんか」など、すごく支援をしてください

ました。何かそういったところの県と企業の関わり方のようなところが、同じようにやっ

ていけるといいのかなと思っています。もちろん全部甘えるわけではなくて、何か１つや

り方として、行政とスタートアップ、企業の連携の仕方のようなところがあるといいと思

います。長くなってしまいましたが以上です。 

 

○事務局 

いろいろ御意見ありがとうございます。順番にお答えさせていただきます。 

１つ目のどういった企業を集め育てていくのか、働き方も含めてというところですが、
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若者からの意見も踏まえますと、働き方という点ではリモートワークのニーズはかなり高

く、一方でそれは年代によってかなり差がある働き方と伺っております。そのような柔軟

な働き方ができる環境にあるということが、まず企業を選ぶ際の第一歩という意見も出て

おりますので、お話にありましたとおり御社のようにリモートワークができる会社など柔

軟な働き方ができる企業が増えるよう、支援していきたい。現状では、全国に比べると割

合的には少ないので、そのような企業数を増やしていくというのも１つの取組です。ただ

一方で、全国的にはリモートワークによって、人と人とのつき合いが薄くなって業務効率

が下がったというマイナスのデータもございますので、業務の質や中身によって、すみ分

けや使い分けが必要なものと認識しております。 

それから２つ目のデジタル化の支援の部分ですが、やはりコロナを契機としたデジタル

化を進める取組の中で、第一歩目から「わからないからどうしようもない」という声を県

の方にもいただいており、そのような声を踏まえて佐土原に産業ＤＸサポートセンターを

設置し、相談対応や内容に応じた専門家の御紹介などの取組を数年前から始めたところで

す。御指摘のとおり周知がまだまだというところで御意見を承ります。今後は、センター

や各種の支援策も含めて、より幅広くＰＲをしていきたいと思いますので、どうぞよろし

くお願いいたします。 

それから３点目、子育て支援に関してですが、こちらも本当に御指摘のとおりで、これ

も県民の皆様から、特に宮崎市や都城市にお住まいの方々から待機児童対策への要望を多

く頂いています。 

そのような声を踏まえて県としては、数年以内に待機児童ゼロを目指し放課後児童クラ

ブの支援などに県全域で取り組んでいるところです。まだ待機児童ゼロには至っておりま

せんが、少しずつ改善傾向にあることをお伝えさせていただきます。 

また、その支援策の情報についても先ほどのデジタル化と同様に届いていないという声

を頂いており、それこそ若者との意見交換の中でＰＲ不足を御指摘いただいたところで

す。それぞれのターゲット世代に対して、どのような情報発信が有効かというところを見

極めた上で、すべてホームページ、すべてＳＮＳではなく、いろいろな世代に対して、ど

の手段を使うかというところも含めて、発信の手段を今後更に再検討していきたいと思い

ます。 

 

○産業政策課 

デジタル化の支援につきましては本当に重要と認識しております。先ほど総合政策課か

らもお伝えしましたとおり、佐土原に相談センターを設置しております。 

年間の相談件数が大体 500 件前後ですが、現在の企業数からすると、圧倒的に少ないと

いう認識を持っております。 

そのような状況の中で、皆様にデジタルの必要性を知っていただく入口として、現在セ

ミナーの充実を図ることを進めており、そのような施策を通じて相談につなげていく、と
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いう流れをつくっていきたいと思っております。 

一方で、実際にシステムの導入となりますとやはりお金がかかることが問題になります

ので、その補助事業もメニューとして準備しているところです。その補助事業も、昔のよ

うなシステムを構築してという企業が多い中で、御指摘のクラウドサービスの活用等に対

する企業をサポートする体制が、我々もまだ弱い部分がありますので、今後強化していく

必要があると考えています。 

サポート企業にとってなかなかお金になりにくい部分ですが、企業にとってサポートが

必要なところですので、そのあたりを行政として手厚く支援できる体制をつくれないかと

考えているところです。 

 

○企業振興課 

県内企業の付加価値向上というのは非常に大きな課題になっておりまして、「付加価値

向上を目指す。人的資本経営を重視してやっていく」という事業をモデル的に設定しまし

て、中小企業診断士を中心とした支援チームによる伴走支援を今年度から開始したところ

です。 

それから、スタートアップ関連については、まず、イノベーション技術革新について

は、淡野先生を中心に今年４月に錦本町のひなたキャンパスを拠点とした「ひなたイノベ

ーションハブ」を設置し、スタートアップの方向けのピッチイベントなど産学官が連携し

て様々な支援をやっていますが、スタートアップに特化した補助金については、現状、な

かなか手がつかないというところですが、その点については、九州経済産業局や中小機構

含めて、いろいろな補助金の情報交換をしておりますので、それぞれのニーズに対しでき

る限りお応えできるように連携していきたいと考えております。 

 

○淡野部会長  

時間の関係もございますので論点２の方も議論させていただきたいと思います。 

論点２が論点１の解決策の１つということで御説明ございましたので、多分その両方に

またがって議論できると思います。論点１については、そちらでまた御発言いただければ

と思います。 

論点２「投資を呼び込む地域産業づくり」ということで、宮崎県にとっては非常に重要

な課題ということで議論したいと思いますが、まず、御意見、御質問等ございますでしょ

うか。 

 

○河野専門委員 

工業会の河野と申します。 

今日冒頭、川北部長からありました人口減を前提にして適応するという大きな方針転換

はすごいと思います。現実的なことを見据えて施策を打つというのは非常に大事なことと
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思っており、ぜひこのような場で、良い議論ができればと思っています。 

結局、経済を回す、魅力ある産業、というのは人が集まること、もう 1 つはエネルギー

の問題で、宮崎が「他県と比較して何が優位なのか」ということをきちんと整理すべきじ

ゃないでしょうか。国の政策や宮崎の現状の資料が出ていますが、「宮崎の特徴は何で、

どこで勝つんだ」ということは的を絞って議論すべきじゃないかと思っています。 

そういう意味では論点１の人の問題でいうと、若者・女性の活躍で当然、日本一挑戦プ

ロジェクトで一生懸命やってきていただきましたが、結果はなかなか厳しいものがありま

す。この要因をもう１度検証して改めてやり直していただくのが大事と思います。 

もう１つは、特に女性と高齢者で、労働市場参入率を考えた場合に、全国的には上がっ

ているという話ですが宮崎はどうなのか。高齢者、女性がどのぐらい参入し、それがどの

ように推移して女性参入率がまだまだ上がらない状況なのか。先ほどの子育ての問題があ

りましたが、どうやってその手を打つか。要は高齢者と女性の参入率を上げないと、若者

は増えてきませんので、ここをどう使うかというのは、非常に気になった部分です。 

ぜひ県の特徴をもう１回整理し、今いる高齢者の方にますます頑張っていただく、女性

の方にも活躍、その障害となるものが、先ほどから出ているデジタル化とかいろんな生産

性向上の施策を打てば、そこがもっと増える、ということをあわせて検討いただいたらい

いと思っております。 

 

○総合政策部長 

人の問題について、若者・女性をどうとどめるかというのは、昔からずっと検討されて

きていることです。まずは、若い人たち、魅力ある地域ということで、私たちが別途やっ

ているのは出会いから結婚・妊娠・出産、子育てまでライフステージに応じて、いかに寄

り添った形で支援ができるか、これは福祉的な側面であります。 

もう１つは産業的な面からで、雇用・賃金、働き方改革、ＤＸ、生産性向上という課題

解決に向けて、「とも家事・とも育て」を実現し、夫婦が力を合わせて働くことができる

社会というのを目指しています。 

ただ、そのような社会を直ちに実現することは、なかなか難しい部分もあり、女性・若

者の流出が止まっていないという状況があります。 

そのような中で、御指摘ありました我が県の強みに関しては、突き詰めていくとやはり

「食」ということになりますので「食」をもっと魅力あるものにどのように磨いていくか

ということが重要だと考えております。 

また、スポーツ産業関係も強みのひとつと考えております。「スポーツランドみやざき

ということで、今回国スポ・障スポに向けて、あれだけの施設をつくりましたので、今後

はこれらの施設も生かし、スポーツの国際大会などを進めるとともに、ホテルが足りてい

ないという部分もありますので、ホテル投資も必要になってくるところがあるのかもしれ

ません。宿泊も含めて、そういった部分でいかに宮崎に人を呼び込むかも重要な視点と考
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えております。 

そして、産業人財の確保については、若い人が重要視するもののひとつがやはり賃金で

あり、賃金に関しては稼ぐ力の強化が重要です。先ほど、斎藤専門委員からもありました

が、ＤＸ含めていろんな補助金や支援策がわかりにくいとの御指摘を踏まえ、現在、産業

振興機構がワンストップで、交通整理をするというやり方をとっています。いろいろな御

相談をいただいて、産業振興機構から、いろいろな支援団体にお話をつないで、そこでき

ちんとお世話をするという体制が我々の考え方です。 

福祉と産業、教育含めて、総合的な取組が必要であると思いますので、まさに今、日本

一挑戦プロジェクトでもやっているところですが、ここはきちんと力を入れてやっていか

なければいけないと思っています。 

 

○河野専門委員 

やはり特徴を捉えた打ち手じゃないと、ほかと一緒では全く変わらないと思っておりま

すのでよろしくお願いします。 

もう１点は、エネルギーの問題ですが、先ほどの企業を集めるのは、人とエネルギーが

大きな柱ですけど、宮崎は確かエネルギー自給率が非常に高いですよね。 

一方で、本日で言えば、森林の面積が広いからＣＯ₂吸収率が高いということですが、

これを生かして企業をどう誘致するかを県としてはどのようにお考えでしょうか。 

 

○事務局 

事務局から回答いたします。 

エネルギーの自給率に関してですが、再生可能エネルギーが消費電力に占める割合とし

ては、御指摘のとおり非常に高く、17ページに示すとおり、直近の全国平均値が 21％程

度に対して、本県は 70％を越えております。 

それから河野委員が御指摘のとおり、これをどのように産業に生かしていくのかは、頂

いた御意見を踏まえながら、長期的な視点で、庁内で議論させていただきたいと考えてお

ります。 

ＡＩの活用を進めるためにはデータセンター等が更に必要になってくるため、今後増や

していくという全国的な動向もございますが、その施設を維持するためには、相当量の電

力が必要であり、根本の部分はやはりエネルギーになってきますので、企業を呼び込む際

の１つの強みとして県としても考えているところです。 

 

○後口専門委員 

電力の問題については、宮崎県そのものは全体的に電力が足りず、九州電力としては宮

崎には、他県から送電している状態だと思います。 

宮崎の場合、太陽光の発電が多い。これは大規模のところは特にそうですが、晴れた日
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には多く発電しますが、そのときの電力消費がないがために出力制限されるという構図が

あります。 

このような問題があるので、起こした電力をどこかにプール、蓄電するシステムをつく

っていかないといけない。小規模発電などいろいろな議論もありますが、もともとそうい

う蓄積できないというところに問題があると思います。 

データセンター、ＡＩ化が進めば、とにかく電力の需要が増えるのは間違いないわけで

すから、例えば、県のダムに揚水的な機能を持たせて、昼間の余剰電力を活用しダムに吸

い上げて、必要なときにおろすという蓄電機能のようなことを、木城に揚水発電所があり

ますが、水力を使ってバランスを取る必要があるということと思います。 

 

○淡野部会長 

考えられた観点は、すごく大事だと思います。リサイクル品やリサイクルをベースにし

た材料を使いますということとか、どれだけＣＯ₂を出したものなのかということを証明

しないといけないような時代が来るだろうと思います。 

そのときに「自社は再生可能エネルギーを使っています」と言えることが１つの企業誘

致のポイントになるときが来ると考えられます。 

ＡＩの利用が増え、それを支えるデータセンターだから電力を使っていいという議論と

はまた別の次元の話で、そのようなメリットを提供しつつ、企業誘致などでアピールして

いくのはすごく大事なことと思いました。 

 

○総合政策部長 

先ほど、カーボンニュートラル関係の関連企業を誘致というのは、いわゆるデータセン

ターとか、そのような企業がまず再生可能エネルギーを使うような流れになってきていま

すので、そのような視点からの御指摘でしょうか。 

 

○河野専門委員 

両方ですよね。 

要は産業を誘致するのに必要なのはエネルギーであり、先ほどのように再生可能エネル

ギーのメリットなどがいろいろな産業を呼び込む。国の施策では、コンビナート等再生型

や、それから再生可能エネルギーを利用したものなど、いくつかのカテゴリーに分けてあ

りましたが、それが宮崎に当てはまるのか、逆に少し疑問を感じていて、むしろ、宮崎の

エネルギーの事情を踏まえてこれに合った産業にぜひ来てください、という形でやるべき

ではないかと個人的には思っております。もちろん、大型のデータセンターを呼び込む力

があればいいですが、本当にできるのかという技術的な話を考えたときには、やはりエネ

ルギーの特徴を踏まえて、いかにＰＲするか、ということが大事な気がしています。 
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○後口専門委員 

今度は旅行業として、先般、県議会の観光の方々からの招集で、質問、議論があったと

ころで、その延長線で少しお話をさせていただきたいと思います。 

私が今携わっている全国 5400 社で構成される全国旅行業協会の全国 10 人ほどの理事の

中で、私は九州地区の会長として、今提案をしつつある話でございます。 

今からお話しすることについては、先般は議員の皆さんにもお話ししましたが、オーソ

ライズされてないものという前提でございます。 

そう申しますのも、中身としては県版のふるさと納税という制度が、これからもう少

し、目線が出てくると思っていますが、実は、地域の観光振興のためには、全般的には着

地型の旅行商品としてもっと充実させて、体験など、本当にその地域の魅力をわかってい

ただく時間も必要です。ただ、ホスト側、例えば地引き網をしましょうとすると、地引き

網の準備をしていただく人がいるし、その費用がかかってしまう。そうすると、割高なこ

とでないとなかなか商品につながらないということになるわけです。アドベンチャーツー

リズムだとか、高付加価値の商品ももちろんありますが、本当に価値ある商品にするため

に、研修を受けていただいたインストラクターを多分つけていたと思います。社内基準の

ような曖昧な基準で対応者を選ぶというところではなくて、ニーズに合わせた能力を持っ

た人たちがきちんと案内するなどの人材育成や、付加価値も含めて考えていくと着地型商

品をやらなければいけないという構図になると思います。 

私も観光協会長をしていた時代もありますが、今は着地型商品をつくるのですが、つく

るとこまでで精一杯で販売ができていません。販売できない理由は、例えば私どもの商品

で大手の旅行業者と契約し、飛行機が欠航した場合に、先ほどのような地引き網の商品は

できなくなってしまいます。費用は全額払わなければいけないし、旅行業者ＪＴＢには払

わないという構図では成り立ちません。そのようなことをブラッシュアップしていき、き

ちんと受入れられる体制をつくりましょうと、その代わり、１つのツアー単価が高くて

も、やっていただける商品、そのきっかけとしてふるさと納税で商品をある程度つくりな

がら、そしてブラッシュアップして、一般の人に見てもらう。そういう形で、地域の魅力

を本当に味わっていただくような流れづくりができないだろうかという提案をするところ

です。 

これからの施策の論点の中から少し各論のところに入ってしまいますが、宮崎県にとっ

ては、国内需要が 28 兆円のインバウンド需要を更に取り込むためにも、このような取組

が必要ではないかと思っているところです。 

 

○事務局 

宮崎にとって、やはり観光、食、エネルギーなどが１つのキーワードだと思っていま

す。その中で着地型の旅行商品ということで宮崎の本来の魅力である自然や文化、そのよ

うな素材を一番ＰＲできる旅行の１つの形態が御指摘のアドベンチャーツーリズムと考え
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ております。 

委員の御指摘のとおり、やはり今すぐ現場が苦労して旅行商品をつくっても、商流の関

係もあり、それが来客につながる状況にはないというのが現状だと思っております。 

それを打開する１つの取組としてふるさと納税というアイデアだと思いますので、そこ

も含めて、今後どういう形でせっかく作った旅行商品をきちんと商流に乗せて販売につな

げていく仕組みづくりをするか、しっかり考えていきたいと思います。 

 

○中川委員 

中川です。 

私達、連合宮崎では働きやすい職場や暮らしやすい社会を目指した運動をしています。 

この若者・女性の県外流出ということに関しては、私も労働講座等を宮崎大学で６年

間、公立大学で３年間してまいりましたが、今、大学生や高校生が土日や大学が終わった

後などもうすでにアルバイトとして宮崎で働いています。そういう中で居酒屋業界では、

「ちょっと残ってくれる？」というようなことを言われるお店や、一方ではアルバイトで

も連休が取得されるなど、宮崎のアルバイトの中でも格差が広がっている現実がございま

す。そういう中で、学生の友達同士では、ブラックなお店に関しては「もうここには行か

ない方がいいよ」という話や、逆に「私が働いているところはきちんと年休があるよ」と

いう話など、そういったヨコのつながりで情報交換があります。そういう意味でも、若者

はもうすでに労働市場に出ているという状況で、これは宮崎に限らず全国的にですが、

今、非常に重要な労働力になっていると実感しているところです。 

そのような中で、この論点２にも記載がありますが、宮崎は 99.9％が中小企業で、就業

規則もない、そして雇用契約もない、というところがやはり非常に多いのではないかと思

っております。 

私の友人にも 42 歳で妊娠をして今度初産という方がいて、就業規則はあるのですが、

それも職場には非常に言いにくかったと。そして、その報告した後どうしていいかわから

ない。中小企業は人事担当とか相談できるところがありませんので、申請などの手続きも

含めて、すべて自分でしなくてはいけないというようなことが実態としてあります。 

そのような中で、企業誘致するときなどに、就業規則の整備などはすでに行われている

ところはありますが、県には、よりきめ細やかにフォローいただきたい。今年の４月と 10

月にも、育児休業法が改正されましたが、ほとんど知られていないし、事業主でも法律改

正されたことを全然知らないと思いますし、働いている方も知らない。 

そういう実態が日々の生活の中であると思いますので、これはやはり労使ともどもそれ

ぞれにおいて今、働き方が非常に変わっているということを認識することが重要です。働

き方改革関連法ができて５年経ちますが、労働相談でも 25年勤めているけど、いまだに

１度も年休取ったことがないとか、介護現場では子どもの参観日に「自分が休むと職場が

回らないから休めない」という相談も受けております。ぜひ本当に働きやすい職場にする
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ために、それぞれの方々が意識を持ちながら取り組んでいくことが大事だと実感している

ところです。そういう意味では、人材を大切にする、そういうところをより強くお願いし

たいと思っているところです。 

少し驚いたのは、こちらの資料の８ページのところで１位が高知県ということです。高

知県は最低賃金も常に最下位グループですし、そしてまた高校卒業の県外就職も高知県は

ずっと下位に位置していましたが、ここで１位に躍り出たという結果に非常に私も驚いて

いるところです。 

いずれにしても人材、そして稼ぐということ、結果ということが非常に大事と思ってお

ります。 

この審議会、専門部会でよりよい宮崎県になるよう議論できるといいと思っています

し、先日青島太平洋マラソンがあり私も応援しましたが、全国から 1万 2000 人ぐらい来

られて、本当にその方たちが「宮崎いいね」と言ってくれており、その方たちが宮崎をア

ピールしてくれるようなことから、また１つずつ確実に進んでいけたらいいなと感じまし

た。 

 

○事務局 

最後にお話しされた高知県が１位の指標の部分について、内訳を御説明させていただき

ます。 

資料の８ページ左側に書いてある９つの指標から評価をしておりますが、高知県につき

ましては、保育所の定員数や男性の家事育児負担率、男性の長時間労働者比率、女性の正

規雇用比率、そして女性管理職比率、男女間の賃金比率、これらがいずれも５位以内とい

う評価です。目線としては、賃金も含めた男性と女性の雇用について、結果として条件が

近いことが高順位につながったことになりますが、絶対的な評価としての雇用賃金が高い

かどうかとは、少し別問題になりますので、その点、御了承いただければと思います。 

 

○総合政策部長 

私たちとしましては、やはり宮崎県は人を大切にする県であるということを、いろいろ

な形でＰＲしていくことが大事だと思っています。 

国も、ハローワークをはじめ、いろいろな外郭団体を持っています。私ども県も雇用労

働関係の部局がありますので、ここはしっかり協力をして、私たちのいろいろな支援策、

そして、啓発ということを行っていきますが、最終的にはやはり企業が協力していただく

ということで動いていくところがあります。だからこそ難しいという部分もありますが、

この取組をしっかり着実に進めていかなければならないと思っています。また御協力をよ

ろしくお願いします。 
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○淡野部会長 

雇用ということで、梅村専門委員から外国人材の活用という面でコメントをいただきた

いと思います。 

 

○梅村専門委員 

先ほど河野委員から魅力ある産業で、またほかの県と何が違って特徴をどうしていけば

いいのかという話がありました。なかなか難しいと思いますが、その中で、外国人の方は

一定数、宮崎の魅力を非常に感じています。この５年間でバングラデシュからの高度人材

として、75 名のプログラマーが就職されています。また、今ミャンマーから 100 名のプロ

グラマーが宮崎県に就職しています。慶応、早稲田レベルのＩＴスキルをもった 25歳の

方達が宮崎に就職して、彼らがやはりその住みやすさから長く働いていただいています。 

転職する企業もあれば長く働いているところもありますが、外的要因にどのような違い

があるのか調査してみました。 

そうすると、東京など都市部に本社があって、ＩＴ業界では、東京で営業し案件を取っ

てきた後に宮崎などの地方で保守や維持管理をするのが一般的ですが、開発拠点を宮崎持

ってきて、彼らは宮崎にいて東京の水準の給与をもらいながら最先端の開発もできる。さ

らに時々東京に行って、研修や東京の業務をするなど、東京と宮崎を行き来する形で、宮

崎で働いています。 

先ほど再生可能エネルギーの話が出ましたが、そういった意味で開発拠点が宮崎にもあ

ると、今後注目されている生成ＡＩが莫大な電力を使うと思うのですが、こういったもの

とかけ合わせることによって、再生可能エネルギーを使いながらＡＩ開発等を宮崎ででき

る将来像も考えられます。しかも、営業は東京など都市部でやってきたものを宮崎で受注

して、こちらの方で経済を回していくことも可能です。一方、技能実習生が就職した後、

どれぐらい転職するか去年、調査しましたが、転職が多い企業とそうでない企業の特徴と

して、まず初めの入口、採用のところが大きく違って、転職の多い企業では採用のとき

に、「自分たちの地域、こんなとこがいいですよ」とか、「私たちの企業はこういったこと

に取り組んでいてすごく魅力的ですよ」という言い方をする一方で、転職の少ない企業で

は採用のときに「私たちはこんなこともできません」とか、あるいは「他社と違って私た

ちはここが全然駄目で整理されていません」「給料が低いです」「それでもうちに来ます

か」という言い方で採用された外国人材の従業員は、非常に長く住んでいます。 

このように外国人の転職は、外国人材に問題があるかというと、むしろ私たち、雇用す

る側が、いかに一番初めに入口で長くいてくれる人を採用するかにかかっていると思いま

す。 

それから、採用後、長くいていただくために、情報や外との関係を技能実習生の方に渡

さずに企業の中で囲い込むところが結構多いですが、他県では、技能実習生をあえて東京

にバスツアーのような形で送って、実際に東京に行かせて、「ほら、物価すごく高いでし
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ょ。うちの県はすごく安いですよね」というような形で実体験をさせることで、離職率を

下げている。一般的なやり方で今までなかなかうまくいかなかったのであれば、今までと

違った形で、むしろ、オープンにしていくことで、今後、外国人の転職を減らせるのでは

ないかと思っています。 

 

○事務局 

全体の話で育成就労制度が担っていく、一定の要件のもとで、外国人材が流動的に動く

時代が来るという中で、今後は、今までの確保というより、御指摘のような育成・定着を

図っていくフェーズになると思いますので、いただいた他県の事例も含めて、参考にさせ

ていただいて、対応していきたいと思います。 

 

○淡野部会長 

それから、宮崎というと、農業県とよく言われますけれども、農業という観点から議論

をさせていただきたいと思っております。 

原価の高騰や経済安全保障という言葉が先ほど出ていましたが、最近、食料経済安全保

障ということで、食料という観点では国内に閉じた話ではなく、宮崎としても、どう戦略

的に食料生産を維持するかということもあると思います。海外展開、これも非常に重要と

認識しているところでございます。 

先ほど冒頭にお話がございましたが、林業という側面から見ますと、大規模化が全体的

に難しいという御意見がございますが、そういうまさに大規模化の話もございます。いわ

ゆるメガファームで効率を上げて収益性を出しましょうという話です。その辺りもいろい

ろな議論をいただきながら、宮崎としてどういう方向性で把握できて、どういう方向性を

考えたほうがいいのかということをぜひ御議論いただきたいと思います。 

残念ながら、本日は御専門の委員が御欠席のため、専門的なところからのお話はいただ

けないとは思いますが、１つは担い手不足という側面から、ずっと話にあがっております

ＩｏＴやデジタル化、いわゆるＡＩを活用しましょうという話も当然のことですが、宮崎

としてこの生産量を目標にするなど、私も別の委員会で宮崎県と宮崎大学等の取組を行っ

ておりまして、そこでいろんなお話を聞いています。今後、やはり気象条件、非常に暑い

ので、こういう高熱に耐えられるような、品種を育てないといけないとか、そういう研究

をしましょう、というのは実際挙がっておりました。その辺り、もし御意見ございました

ら頂きたいと思っています。  

 

○小田委員 

99.9％が中小企業で 100 億円に満たないのが何がいけないのかなと思います。国はもち

ろん 100 億以上の企業を増やすことを目指しますが、100 億円以上を 10社創出するよりも

10 億、20億、30 億円の中小企業と呼ばれるものが底上げしていけば十分じゃないでしょ
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うか。国の方針に沿わなくても、宮崎はそれで住みやすい、暮らしやすいと考えます。 

稼ぎを大きくするのは大変だと思うし、大企業ほど危ういと思っています。 

旅行や観光の方でも、私は宮崎が研修に最適な場所だと思っていまして、台風等も本当

に少なくて、全国的にも世界的にも、この気象や社会情勢が危うい、安定しない時代に、

安定を求める人がものすごく増え、九州は熊がでない地域でもあり、一次産業、特に林業

は可能性が大きいです。 

ＩＴやリモートワークは、本当に増えると思いますが、どこでもできると思います。 

でも一次産業は、「誰が木を、山を、農業を守るんだ」という思いが強いです。これか

らもどんどん離れていく人が増え、暑いのが嫌だという人が増えると、逆にその技術を持

っている人の強みがより輝くチャンスだと思っています。 

ただそれはもちろん外国人材も、そこから移住し、できたら定住してもらえるようにと

いうことで、ほかの委員が言われたように、「何もないけどいいよ」というところから来

てもらうので、もちろん来てからカルチャーショックはあるだろうけど、すごく気に入っ

ていただくというのは、こちらの理由なのかなというところを感じています。 

民間の J クレジットも勉強しましたが、説明会に何度も行きましたが、なかなか理解が

難しい。齋藤委員が言われるように、本当にわからないところをはじめから教えてもらえ

るような相談窓口があり、再造林を推進することなどで宮崎の森を守る、それが全国的に

広がると、まだまだ日本の林業は明るいと思います。 

 

○淡野部会長 

農業に限らずですが、海外展開がすごく大事と思うところがございます。ぜひ、相原委

員から何かコメント・御意見等をいただければと思います。 

 

○相原専門委員 

ジェトロの相原です。 

今年ジェトロ宮崎は 10年目を迎えまして、ジェトロを使っていただくお客さまも増え

ているのですが、今お話にあったとおり食品関係が非常に多く、御相談の７～８割が食品

関連で、アメリカに輸出したいというお客様が多いという実態があります。 

その中でちょうど今、林業という話が出ましたけれども、林業は今年から力を入れてお

りまして、再造林というキーワードがあるとおり、非常に宮崎県のＰＲポイントと思って

います。 

木材関連の企業の中には、その木を切ってそのまま海外に丸太で売るというのではな

く、自分たちの技術を使った付加価値をきちんとつけて、そこで収益を上げていくという

ことをこれまで国内でできていたものが、人口減少などの環境変化により、海外に持って

いかないといけないと、そういう意識を持った方が非常に多くなっています。 

従って、この総合計画につきまして、「販路を拡大する」という視点を盛り込んでもい
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いのではないかという印象は持っています。売り先があるということは、作り手のモチベ

ーションも上がりますし、それに伴って雇用を生み出すので、人口減少で働き手不足だか

ら人手が足りないということとはまた別のベクトルとして、販路拡大し人口が一億をもう

すぐ切ると言われている日本より 100 億に迫る海外を見据えた魅力ある、地域、産業をつ

くっていくということが大事と思っています。 

こういうのはなかなかこれをやっておけばいいという特効薬はありませんが、いろいろ

やりながらできることから始めるということが大事と思っています。 

それと資料の説明や皆様の意見を伺っていて少しマクロ的な話になりますが、ジェトロ

のお客様はほとんどが 100 人以下の小さな中小企業を対象としています。 

そのような話が５ページにもありましたが、100 人以下の中小企業のＡＩやＤＸという

ところを少しずつでも改善していかないといけないという問題意識は持っています。とい

うのも、経営者、年配の方からすると、もう今更パソコンを触りたくない、さっきもお話

にでていましたが「わからない」という方がいて、それを取り組みたいけれどもその時間

もない、というのが実態と思います。 

何ができるかは本当にささいなところですが、例えば、自治体の方々から会議の連絡を

私もよくいただきますが、「この輸出の関係の会議です」という案内が来て、出欠のフォ

ームとしてはＦＡＸのフォームしかなかったということがあって、今ＦＡＸしかないとい

うのはどうかなというのはあったのでそこは申し上げましたが、例えばメールでの申し込

みを可能にする、さらに今はＱＲコードやグーグルフォームなどを使っているところもあ

るので、いくつかの選択肢を併記することから始めるというのは、やはり我々公的団体、

自治体も含めたところから、始めていくのが大事と思いました。 

だんだんスマホが当たり前の若い世代が年齢を重ねていくことによって、世代交代する

というのもありますが、その前にできるところがあるのではないかということで、我々ジ

ェトロも必ず、メールアドレスや、ＱＲコードなどを入れて、わからないというのがあれ

ば、その企業を支援するなど、本当にささいなところですがそういったところから徹底を

していって、地元の企業、特に 100 人以下の企業の足腰を強くしていく、ということが大

事なのかなというような印象を持っております。 

 

○事務局 

販路の拡大という１つ目の話ですが、非常に大事で先ほどもありましたけれども、一次

産業に付加価値をつけていく、中山間地域でロットが小さいところの産業を守っていく上

で非常に重要な視点ですので、そこをしっかり計画、長期ビジョンの背景の中に視点とし

て入れていきたいと思います。 

デジタル化の話もありました。我々は当然企業を支援していく立場でもありますけれど

も、やはり「隗より始めよ」で自分たちができるところもしっかりやっていくという視点

を大事にしていきたいと思います。 



23 
 

○淡野部会長 

すでに社会では単なるデジタル化ではなくて、生成ＡＩをが急速に普及しており、３週

間経つと、また新しいモデルにバージョンアップされるなど、驚くほど賢くなっていま

す。 

先ほどお話にあった、錦本町にひなたイノベーションハブを設置させていただきました

が、同じく産学官連携推進に向けた業務の中で、宮崎大学のみならずほかの大学のシーズ

についても同じフォーマットで入れるのはすごく大変ですが、全ての先生の資料をＡＩに

入力すると、それで全部資料を作ってくれます。横串をさして、こんなこともできると提

案してくれるし、スライドもできてビデオも作ってくれます。それぐらい賢くなってお

り、これは言い換えると、使わない手はなく、積極的かつ正しい知識のもとで使うことが

重要だと思います。 

そういうことを皆さんが知らないので、広報が足りない。斎藤委員が言われましたよう

に、やはり私たちが伝えたいところに正しく伝わるということは、本当に大事だなと改め

て今日思ったところでした。 

ＡＩを活用する、私たちがこのように間口を広げていますが、やはりしっかり伝えて使

っていただくということもしていきたい。大学も当然ですが、県も含めてやらなきゃいけ

ないと感じたところでした。 

時間の方もちょっと迫ってはいますがもう１点、伺いたい点がございます。冒頭の説明

でございましたが、国スポ・障スポ開催に向け、すごく立派な施設をつくりました。国ス

ポ・障スポの後も、やはりこの施設を上手く継続的に活用して、観光につなげることもす

ごく重要だと思っております。 

そういう観点から後口委員に御意見いただけたらと思います。 

 

○後口専門委員 

これは一部の話になってしまいますが、今、宮崎県が頑張られて、テニスの世界レベル

の大会誘致や選手の育成、キャンプ、合宿などへの広がりをみせております。またゴルフ

やラグビー以外のスポーツも増えてきたと思いますが、その１つはサッカーです。例え

ば、私の子どもはラグビーをしていますが、大学のラグビーでは、筑波大学は夏合宿で

100 校ぐらいと次々に練習試合で対戦ができるという環境があります。宮崎の場合は、新

富町や西都市が芝の産地でもあり、サッカーのグラウンドも結構整備されており、プロチ

ームもあるので、あの地域を１つのサッカーの聖地にできないかと思っています。先日、

テゲバジャーロ宮崎も J2に上がりましたし、女子サッカーのチームもありますが、そう

いう広がりや発信力も加わってきており、宮崎をそのようにできないかなと思っていたと

ころです。 

もともと野球もですが、宮崎は２月３月の雨が少なく、合宿やトレーニングのコントロ

ールには非常にいい環境だと思います。そのようなことを評価されずに、だんだん野球
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は、沖縄に行ってしまったのですが、やはり宮崎の本当の魅力を軸に、そのようなキャン

プ誘致ができるといいのではないかと思っているところです。その他の地域にも施設がい

ろいろとできておりますので、山之口のグラウンドも多くの試合がありいいグラウンドだ

という評価を頂いており、ラグビーの試合なども公式試合ができる環境もあると思います

ので、そういった意味で、生かしていくこともプラスだと思っております。 

 

○齋藤専門委員 

今の国スポ・障スポ施設の活用に関わるかもしれませんが、観光業に関して１つ質問し

たいことがあります。資料 14ページのグラフがありますが、稼働率は課題ではないのか

と思っています。去年、中国地方の観光業のサプライチェーンを調べるという仕事をした

のですが、すごくたくさんの中国地方の観光業の方と話したときに、結局、稼働率が問題

という話があり、客室はあるけれど働く人がいないから閉めざるを得ず、来る観光客はい

るのにその客室を開けられないことが一番問題という話があり、宮崎の場合はどうなのか

と思っています。例えば国スポ・障スポでたくさんの人が来たときに、客室はあるけど、

働く人がいなくて、開けられずに県外に泊まることなど、起こり得るのか、人手不足とな

るとまた施策が変わってくると思いました。 

 

○観光推進課 

実際、今御指摘のとおり、国スポ・障スポでも、選手団関係者で大体 4,000 人ぐらい県

内の宿泊施設に泊まるという事前の調査がされております。 

宿泊施設が足りないというところもあるのですが、やはり人手不足があり、私たちが行

っているアンケート調査でも、多くの施設で人手不足により稼働の抑制をしているなど、

課題もございます。 

私たち観光部門では、考えられるいろいろなプロモーションで人材募集をしていきます

が、人がいないと稼働できないということはありますので、人材確保の部分には力を入れ

て、今年度からは宿泊業に特化した、例えば、就職面談会や外国人材をインターンシップ

で県内の宿泊施設に入れてもらうなど、取組を積極的にやっております。このような活動

により稼働率を上げていきたいと考え、実施しているところです。 

 

○相原専門委員 

稼働率という話が出たのでコメントです。うちも結構宮崎に出張者が来て市内の宿泊施

設を取ろうとするのですが、取れなかったり、非常に価格に差があったりで、資料に記載

のとおり、客室の絶対数が少ないと考えられます。一方で、ホテルをたくさんつくると閑

散期をどうするかという議論があると思います。例えばキャンプの時期とか、日向坂がき

たというと、絶対的に足りないですが、そうでない時期に、どうやって稼働率を上げてい

くかということがポイントと思います。その辺りのギャップが現状どの程度あるのかとい
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うこと、観光やキャンプなどのイベント以外のところで、ある程度経済界で何かイベント

をやるとか、うまくカバーをしていくこともあり得ると思うのですが、まずはその現状を

わかる範囲で教えていただきたいと思います。 

 

○観光推進課 

宮崎県の場合、いわゆる閑散期と言われる時期が４月、６月、９月と言われておりま

す。正確な数字は今手元にないのですが、例えば繁忙期の２月と６月の稼働率にどのぐら

いの差があるのかというと、10％ぐらいの差は出てくると思いますが、そこを埋めるため

にどうしていくのかというのは非常に大きな課題であります。 

先ほどスポーツという話が出てきましたが、スポーツを産業化することによって、プロ

スポーツだけではなくて、アマチュアの方々にも、スポーツキャンプに来ていただくとい

うのも１つの手だと思いますし、観光の部門では閑散期に県内を周遊いただける旅行商品

をいろいろと考えているところではあります。 

ただし、本県長年の課題であり、直ちに改善というのはなかなか難しい状況ですので、

その辺りは委員の皆様のお知恵をいただきながら一生懸命取り組んでいきたいと考えてい

るところです。 

 

○後口専門委員 

ホテル業だけではなく、タクシーやバスの事業も人手不足ですが、２年前、県の事業で

知事が出演し、旅行業とホテル・旅館と交通の人手が足りないことを訴えかけるＣＭがあ

りました。実際には、例えばホテル・旅館業が、この地域のためにどれだけ役に立ってい

るかということを表現したかったわけですが、そのイメージがきちんと伝わらなかったと

思います。そのようなＣＭを繰り返し打つことを企業ができればいいですが、例えばタク

シー会社では、私どもはそういう意味でＣＭを打ったりしていますが、できない会社が多

い状況です。もっとタクシー業界が地域のためにこんなに役立つ仕事ですよというアピー

ルをしないと働く人が増えないだろうと思いますし、そのアピールのためには支援のよう

なものが必要ではないかと業界としてはお願いしたい。これは旅館業も同じだと思いま

す。 

私がよく出張するときに使う台湾のホテルでは、カウンターに男性と女性の２人スタッ

フがいますが、上のレストラン会場の調理人と補佐をする人の４人。交代ですからもう少

し人数はいらっしゃいますが、全員でベッドメイキングとか掃除とかをしています。 

そこまでやる世界にたどり着くかどうかというと、やはり働く価値観がないといけな

い。私の仕事はもっと違う分野のもてなしだというふうに思っている方が多いわけでし

て、その辺りが大きいと思っているところです。ですから人を集めるためには、企業とし

ては、もっと存在意義を表現していく必要があるし、それに支援をしていただくことがで

きれば、小さな企業でもできるのではないかと思っているところです。それから、稼働率
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の問題のためには、先ほど言いました着地型の商品だと思います。 

例えば、宮崎市にはホテルがあるけど、西都市には１か所しかない。それも老朽化して

いてヤクルトはもうキャンプも張らないという状況になっているわけですが、それでだん

だん陳腐化していく部分を着地型の商品などいろいろなものを作っていくことで、埋めて

いけるのではと思っているところです。 

それから、スポーツキャンプについては、立派なホテルではなく、もう簡易的なところ

でもいいと思います。その層に合わせた宿泊施設の整備をして、それを使っていただける

お客様も含めて、バランスをとっていく必要があると思います。 

 

○梅村専門委員 

少しうろ覚えですが、客室が足りないために大型イベントを呼べないというところです

が、２年ほど前に長崎県で何万人という大きな国際会議が開催されたときに、同じように

客室が足りなかったのですが、そのときは大型客船をつけて、そこに泊まっていただいて

会議を実施したことがあったと思います。必要なときにこのような船を借りればいいの

で、宮崎では日南に大型客船が停まれると思いますし、そうすることにより需要に合わせ

て、必要に応じて客室も用意できて、たくさんの人を呼ぶことができ、地元にたくさんお

金が落ちる。このように今ある設備や進めていることを少し広く拡大化する。日南の客船

を観光客だけではなくてそのようなイベントでも使えるようにするとか、そういった形で

大型客船を呼んでそこで客室確保するという形で今あるものを元々とは違う使い方をして

いくと、負担がなく受入れをもっと拡大できるのではないかと思います。 

 

○齋藤専門委員 

農業のところで、人手不足とあったのですが、農業こそ担い手不足が待ったなしの状態

だと思っています。私たちは事業承継の事業をやっていますが、一次産業の農業を中心と

した担い手、後継者を探すというような事業をやっていて、宮崎だとイチゴ農園やミカン

農園などは、今、次の方が見つかっていますが、やはり新規就農に対してのハードルの高

さが本当に課題だと思っています。 

農業は一番人気があって、１つの募集に対して 30～40 件、多いときは 60～70 件、全国

からお問合せが来ます。もちろんお問合せには濃淡があり、ちょっと興味があるというレ

ベルから本気でやりたいという人までいますが、肌感覚で申し訳ないですが、多分一番行

政の方が新規就農者を嫌がる感覚があります。農家の方は新規就農者ＯＫと言っても、自

治体の担当者等が、「新規就農者はどうせ続かないから経験者だけ通してください」とい

うことが、宮崎だけじゃなく全国多岐にわたって見られていて、一方で、新規就農者は続

かないかもしれないから受け入れられない、ということを言っている場合ではないぐらい

担い手不足と思っており、県として新規就農者向けの研修もあるのはわかっていますが、

もう少しハードルを低めにして若い世代で農業に興味ある人たちが少しでも入りやすくな
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るような施策を打っていただき、実際に渡したい事業者や農家が結構いるので、マッチン

グを進めていかないと立ち行かなくなるのではないかと思っています。 

 

○担い手農地対策課 

御指摘のとおり、コロナ以降に新規就農者が減っておりまして、以前は 400 名以上いた

のですが、ここ３年は 400 名を切る状況にあります。原因としてはやはり物価高で資材等

が高騰しています。それに対応して県としても、施設や機械の導入等を対象とした国の補

助に上乗せする支援をしていますが、なかなか増えないというような状況でございます。 

事業承継に関しては、ライトライト社に我々もお世話になっています。県では、農業講

習や専門の方を入れて評価するシステムなどの取組を、今まで個別の関係でやっていまし

たが、今後は全体で進めていき、辞められる前に状況を聞き取りながらデータ化して、情

報共有を図るなど、取組の更なる強化を検討しております。 

それから、我々の努力不足でもありますが、県外から人が集まらないという課題もござ

います。今考えているのはお試し就農という形で、短期と中期で全て興味を持っていただ

いた方に来ていただくような取組や、情報発信の在り方です。委員の方から御意見頂きま

したが、ＳＮＳなどのプッシュ型にも力を入れていこうと考えております。 

 

○後口専門委員 

今の農業の話で、新規就農への支援が足りないという意見がある一方で、更に良くした

いという意欲のある農家に、「制度としてどうですか」と聞いたときに、「新規ばっかり支

援しているじゃないか」という声も聞こえるのも事実です。私は商工会議所の副会頭をし

ておりますので、商工会議所の中でも、新規、創業の支援を一生懸命していますが、調べ

ると、３年ぐらいで３割ぐらい辞めてしまっています。それに投資をして繰り返していま

すが、十分な効果があるのか、今、既存で頑張っている方々への支援をもう少し見直し、

生産性向上などへの支援を拡充する方がいいのではないか。新規を否定しているわけでは

なくて、新規もやるけれども、そういう成長をしようとするところへの支援も足りないの

ではないかという意見もありますので、そこはくみ取っていただくとありがたいです。 

 

○淡野部会長 

ありがとうございます。 

最後何かあれば御発言いただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

本日は皆様方から大変貴重な御意見を頂いたと思っております。 

本当に御協力ありがとうございました。 

事務局におかれては、部会の御意見として、長期ビジョンの改定に向けた事業づくりに

生かしていただければと思います。 

予定の時間もまいりましたので本日の進行を終了させていただきたいと思います。 
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皆様方にもお忙しい中、会議に御参集いただきましてありがとうございました。 

まだこれで終わりではございませんので、引き続き御意見を賜れればと思います。 

ありがとうございました。事務局の方からお願いいたします。 

 

○事務局 

事務連絡になります。 

次回の専門部会につきましては、来年３月下旬頃を予定しております。 

本日の議論を踏まえた長期ビジョンの改定の素案を次回は我々の方でお示しをさせてい

ただき、御審議いただく予定としております。 

詳細が固まり次第、御案内をさせていただきますので、その際は御出席くださるよう、

よろしくお願いします。 

なお、本日お配りしておりますお手元の総合計画の冊子、分厚いものと、カラー刷りの

薄い概要版につきましては、次回も使用しますので、机の上に置いた状態でお帰りいただ

きますようお願いいたします。 

以上をもちまして、本日の専門部会を閉会とさせていただきます。 

本日はどうもありがとうございました。 

 

 
 
 

 

 


